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研究成果の概要： 
 
 中国民営企業は、民営化実施政策を経てその発展の過程で利潤最大化を目的とする市場経済
に適合的な行動様式を持つ企業としてその行動様式を変化させていること、困難とされる資金
調達問題を企業間取引の際に発生する余受信行為によって軽減させていること、その際に各企
業の渉外担当者、経営者の持つ企業間ネットワークや受信側企業の情報調達能力等長期にわた
って蓄積される彼らの技能が重要となっていることが明らかとなった。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,200,000 0 1,200,000 

２００７年度 1,000,000 0 1,000,000 

２００８年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度  

  年度  

総 計 3,100,000 270,000 3,370,000 
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１．研究開始当初の背景 
 
中国企業は、計画経済時代には自らの意志決
定権を持たない官庁付属の工場に過ぎなか
った。本研究は、中国の経済改革がこのよう
な中国企業を、営利を合理的に追求する組織
にどこまで改変しえたのか、そして現在この
チャレンジが如何なる課題に直面し、それを
どのように解決しようとしているのかを解
明していこうとするものである。申請当時、
民営企業こそが中国経済高度成長を牽引す

る主役となっていた。従って、この民営企業
の持続的な成長を可能にすることが上述の
企業改革・育成プログラムの当時における最
重要課題となっていたため、本研究課題（以
下、本研究）では、民営企業の持続的成長の
条件を資金、労働という２大生産要素の調達
とそれらの活用問題に焦点を当てて中国民
営企業の持続的な成長を可能にする条件を
探求することとした。資金、労働という２つ
の生産要素に焦点を当てたのは、当時、中国
において資金調達難、高技能人材調達難が民



営企業持続的成長への深刻な障害となって
いたためである。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は具体的な目的として、金融機関融資
へのアクセス難に苦しむ中国民営企業はど
のような手段によって信用調達問題を解決
しようとしているのかについての解明を試
みた。その際、信用調達問題を引き起こす企
業情報非対称性の軽減のために、様々な情報
流通経路を構築する民営企業の動きを焦点
とした探求を行った。また、中国民営企業に
とっての中核的人材の確保・育成にどのよう
に取り組み、それがどこまで有効性を発揮し
えているのか（いないのか）についての解明
も試みることとした。これは、上記の企業金
融を巡る情報流通経路構築の成否もこのよ
うな中核的人材の確保・育成に大きく依存し
ている可能性が高かったためである。 
 
 
３．研究の方法 
 
 ２００６年度には、以下の手順により研究
課題を遂行していった。 
(1)民営企業の資金調達問題に関する聞き取
り調査を行う、とした。ここでは、 
①中国民営企業の資金調達問題を軽減する
重要な資金調達ルートは何かを確認する、②
中国民営企業の資金調達問題を軽減する重
要な資金調達ルートとしての可能性を持つ、
企業間信用・企業間貸借において、与信側の
企業は、与信対象（受信）企業の信用調査に
関わる企業情報をどのようなルートを通じ
て入手しているのか、③それら情報の内、与
信認定に対して決定的な影響力を持つ項目
は何か、④受信対象企業に対しては、受信が
認められるためには与信側企業とどのよう
な企業間関係・交流を結んでおく必要がある
のか、についての現地実態把握を行った。更
に、⑤企業ネットワークの中で生産された企
業情報が金融機関にどの程度流れ、金融機関
融資にどのような影響を与えているかにつ
いても調査する、とした。 
(2)(1)の聞き取り調査と並行して、民営企業
がその行動様式として実態を伴った企業に
変化した否かを解明するために、民営化実施
の際における行動様式がいわゆる利潤最大
化行動に接近しているのか否かを実証的に
解明する、とした。 
(3)この段階で得られた成果を中間的なワー
キング・ペーパー、更に可能であれば論文と
してまとめ、その後国内各学会・研究会で報
告する予定、とした。 
 

 ２００７年度には、以下の手順により研究
課題を遂行していった。 
(1)昨年度に引き続き、民営企業の企業金融
に関する聞き取り調査を行う。ここでは、昨
年度と基本的に同様の質問項目で、①企業間
信用・企業間貸借において、与信側の企業は、
与信対象（受信）企業の信用調査に関わる企
業情報をどのようなルートを通じて入手し
ているのか、そして、②それら情報の内、与
信認定に対して決定的な影響力を持つ項目
は何か、③受信対象企業に対しては、受信が
認められるためには与信側企業とどのよう
な企業間関係・交流を結んでおく必要がある
のか、についての現地調査を行う、とした。
そして、④企業ネットワークの中で生産され
た企業情報が金融機関にどの程度流れ、金融
機関融資にどのような影響を与えているか
についても、昨年度同様、調査を継続する、
とした。 
このことを通じて企業間信用・企業間貸借

の与受信行為について、受信企業に関する情
報生産が企業間において如何に行われ、企業
情報流通ネットワークが形成されるのか、そ
して取引先企業に与信を行う条件、及び受信
企業情報の入手経路についての詳細な実・メ
カニズムを明らかにすることを目指す。           
(2)これと同時に、受信企業情報の入手にお
いて重要な役割を果たす、渉外担当者を初め
とする中核従業員確保・育成、更に彼らが企
業情報生産及び企業情報流通ネットワーク
の形成過程で果たす役割に関する企業調査
を行う。ここでは、①中核従業員としての渉
外担当者の抜擢理由・方法、長期雇用のため
の転職防止対策とその実効性、職務への動機
付け、等の聞き取りより企業内労働市場形成
の現状を掴む、とし、更に、②渉外担当者の
取引先企業、業界団体や金融機関との交渉・
交流状況とそこでの企業情報取得の実態、与
受信実施時の経験、等についての聞き取りを
行い、渉外担当者、経営者の個人レベルでの
企業情報流通経路の実態把握を行う、とした。 
 
 ２００８年度には、以下の手順により研究
課題を遂行していった。 
(1)昨年度までに行った調査の補充調査を行
う。これまでの調査対象地域である中国沿海
地域の比較対象地域として、中国国内でより
経済発展が遅れている内陸地域の民営企業
に対し、同一質問項目を用いて、 
①中国民営企業の資金調達問題を軽減する
重要な資金調達ルートは何かを確認する、②
中国民営企業の資金調達問題を軽減する重
要な資金調達ルートとしての可能性を持つ、
企業間信用・企業間貸借において、与信側の
企業は、与信対象（受信）企業の信用調査に
関わる企業情報をどのようなルートを通じ
て入手しているのか、③それら情報の内、与



信認定に対して決定的な影響力を持つ項目
は何か、④受信対象企業に対しては、受信が
認められるためには与信側企業とどのよう
な企業間関係・交流を結んでおく必要がある
のか、についての現地実態把握を行った。更
に、⑤企業ネットワークの中で生産された企
業情報が金融機関にどの程度流れ、金融機関
融資にどのような影響を与えているかにつ
いても調査する、とした。尚、補充調査では、
特に業種ごとの習慣の有無にも注目した調
査を行う、とした。 
(2)調査と同時並行で、企業の財務データの
収集を行う、とした。 
(3)上述の調査の成果をもとに、各種企業ネ
ットワークが中国民営企業の資金調達問題
の軽減に対してどれだけの影響を与えてい
るかについて検証する実証モデルの構築を
行う、とした。 
(4)上述の調査の結果や分析の結果をまとめ
てワーキング・ペーパーの執筆を行う、また
逐次学会等で報告する、更には論文執筆を行
っていく、とした。 
 
 
４．研究成果 
 

２００６年度には、以下のような成果を得
た。 

江蘇省南部地域における民営企業へのヒ
ヤリング調査を通じて、売掛金の円滑な回収、
買掛の可否といった企業間信用授受の成功
可否が民営企業の日常の企業活動における
資金回転を円滑にする重要な要素となって
いることが見出された。これまでのヒヤリン
グ調査で得られた成果の一部は、論文として
まとめられ、現在投稿中である。 

また、中国企業において民営化にいたる過
程で企業自身がどのように変化したのかに
ついても解明を試みた。具体的には、江蘇省
蘇南地域の郷鎮企業を取り上げ、当該テーマ
について実証的に分析を行った。かつて管轄
政府が経営を行っていた集団所有制郷鎮企
業が、１９９０年代を通じて（すなわち郷鎮
企業が民営化を経験する直前段階である）ど
のようにその行動様式を変えていったのか
を分析した。分析の結果、当該地域の集団所
有制郷鎮企業は、当該地における市場経済化
の進展とともにかつてのコミュニティ企業
としての義務を負った企業としての行動か
ら、次第に利潤追求を最大の目的として行動
するように、その様式を変化させていること
が明らかになった。この成果の一部は論文と
してまとめられている。 
 

２００７年度には、以下のような成果を得
た。 

中国における企業民営化の潮流は既に各

地域の農村にまで及んでおり、地域差はある
ものの民営企業は既に中国経済の重要な構
成要素となっている。そして、企業民営化は
企業の活性化、企業業績の向上に貢献をして
いることが実証分析より明らかとなった。こ
のことを確認の上、市場環境の点からは他の
所有制企業よりも不利な立場にあると指摘
されてきている民営企業の育成・存続・発展
の重要な鍵であるその企業間信用・企業間貸
借に関する聞き取り調査を、江蘇省無錫市の
民営企業を中心に行った。 
 これより、中国民営企業を取り巻く市場環
境は以前よりも改善されてきていること、た
だし資金難はまだ全面的解決が見られてお
らず、流動資金に依存するという構造的問題
が見られること、そしてそのためには確実な
代金回収が販売促進と並んで重要課題であ
ることが見出された。民営企業はこの代金回
収のために、厳格な信用調査を行っているこ
と、及びそれによって獲得された情報の蓄積、
更には代金回収の経験を踏まえたマニュア
ル化もある程度進んでいること、これらの中
心的役割を販売担当員が担っている場合が
多いこと、等が明らかとなった。 
 上述については、論文としてまとめられた。 
この研究は、中国民営企業の持続的成長を可
能にするという点で重要性が高まりつつあ
る掛売り、信用取引の実態解明を行うという
点で重要であり、また今後の掛売り、信用取
引発展への具体的方策を提言可能にすると
いう点で意義を持っていた。 
 
２００８年度には、以下のような成果を得

た。 
 中国現地において企業調査を実施し、企業
間信用・企業間貸借において、与信側企業の
受信側企業との関係構築状況、与信認定に対
して決定的影響力を持つ項目、受信側企業の
受信が認められるための行動様式、及び現場
レベルでの与受信企業間の交渉・交流状況に
ついての調査を行った。今年度は前年度まで
に行った中国沿海地域との比較対象として、
内陸地域を中心として企業調査を行った。こ
れにより、企業間信用は中国内陸地域でも特
に民営企業の資金調達においてその困難を
軽減し、企業経営を好転させる役割を持って
いること、但し、企業は与信側企業との関係
構築の中で企業間信用という資金調達の一
手段を慎重に利用していること、等が明らか
にされた。 
 また、民営企業の資金調達問題の背景にあ
る中国金融市場に存在する問題を検証する
ために、中国金融市場の現状についてもヒヤ
リングを行うと同時に、中国金融市場の問題
の歴史的背景についても資料整理とヒヤリ
ング調査を通じて考察を行い、更に仮説検証
を行った。この成果については、その成果の



一部は投稿論文にその内容が反映され、更に
報告準備中及び論文執筆中である。 

今年度の研究は、中国民営企業の持続的成
長を可能にするための条件について、資金調
達問題の解決とそこで重要となる与信担当
者の現場レベルでの育成に焦点をあてて実
証的に分析したものである。この分析に付随
して、中国民営企業の資金調達問題の背景に
ある中国金融市場の構造的問題を歴史的な
視点を取り入れながら考察を行った。 
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